再任用職員の給料・手当の改善、「職務給の原則」を踏まえた水準を確保することに関する項目
再任用職員の給与のあり方については、平成26年度の人事院勧告において、再任用職員の給与水準に関しては今後の再任用制度の運用状況を踏まえ、必要な検討を行っていく旨の考えが示されており引き続き国の動向を注視していきたい。
教職調整額を引き上げに関する項目
教職調整額については、府が独自に改善することは法律の規定や財政状況から困難であると考えており、今後とも国の動向を注視していきたい。
臨時的任用教職員の初任給の上限撤廃、通勤手当等三手当の支給取扱改善、相当の経験年数を有する臨時講師への教育職給料表２級適用に関する項目
臨時的任用職員の初任給の上限については、これまでも所要の改善を図ってきたところ。臨時講師についても、本年度から教育職給料表１級の上限を引き上げる改善を行ったところであり、今後とも他府県の状況や府の財政状況等を踏まえつつ、適切な対応に努めていきたい。

通勤手当等の支給の始期及び終期については、国の制度を基準としつつ、人事委員会規則により定められているところであり、臨時的任用教職員にかかる１日在職でない者への通勤手当等の支給につきましては、現時点で要求に応ずることは困難。

教育職給料表の２級は教諭の職務の級とされており、臨時講師に適用することは困難。

常勤職員の労働条件問題と共通・密接に関連する非常勤講師の報酬単価の引き下げ回避に関する項目
非常勤講師の報酬単価については、勤務実績に応じた報酬となるよう改正したところ。今後とも府の財政状況等を踏まえつつ、国や他府県の状況等も見極めながら、適切な対応に努めていく。

臨時的任用教職員が任用期間外である「空白期間」に業務従事させないことに関する項目
臨時的任用職員の任用期間等については、業務上必要な期間を任用しているところ。
学校事務職員の人材育成と士気高揚及び技能労務職員に係る懸案課題等の解決に関する項目
職員の任用にあたっては、地方公務員法に規定されている平等取扱の原則や情勢適応の原則、任用の根本基準である能力実証の原則に基づき、適切に行うこととしている。

公立小中学校事務職員の総合的な人事制度については、学校事務を効率的に推進する観点から、「事務の共同実施」又は「学校間連携」等の実施に向けた検討を行うよう、市町村教育委員会に対する指導・助言事項に記載するとともに、全市域レベルで事務の共同実施や学校間連携を実施している市等へのヒアリングの実施や、本年度の新任副主査研修においても事務の共同実施に関する研修を新たに実施したところ。また、本年１１月に「学校事務の共同実施事例報告会」を開催し、本年度より全市域レベルで取り組みを始めている枚方市に事例及び市教育委員会から見たメリット等を報告いただくとともに、先に実施したヒアリング結果の報告を行ったところ。引き続き、学校事務の現状と執行方法のあり方について検証するとともに、市町村教育委員会に対する働きかけに工夫を凝らしていきたい。

技能労務職に係る懸案課題のうち、勤務労働条件に関わる事項については、みなさま方と十分に協議していく。
「教職員の評価・育成システム」の評価結果の給与等への反映の撤回に関する項目
教職員の評価・育成システムについては、教職員の意欲・資質能力の一層の向上を図ることにより、教育活動をはじめとする様々な活動の充実、組織の活性化を図ることを目的として実施している。

　平成25年度からは教員の人事評価につき、生徒又は保護者による評価を踏まえた授業に関する評価を含めて実施している。

　また、システムの運用状況の確認を行うため、毎年度、府立学校、市町村教育委員会を対象とした調査を行うとともに、教員評価が授業アンケート結果を適切に踏まえたものとなっているかについて検証を行い、結果をとりまとめたところ。

　引き続き、「教職員の評価・育成システム」がより良い制度となるよう、充実・改善を図っていく。

　評価結果の給与等への反映については、平成19年度から前年度の評価結果を昇給及び勤勉手当に反映しており、また、皆さま方との協議を踏まえ、平成24年度からは上位評価の昇給への反映を廃止するとともに、勤勉手当については、より勤務成績が反映できるよう成績率を見直したところ。

十年経験者研修と免許状更新講習が同時期に重なる現職教員の負担軽減のための方策に関する項目
平成26年３月18日付け文部科学省の「教員免許更新制度の改善について」（報告）において、「任命権者が10年経験者研修の実施時期を免許状更新講習と重ならないように計画することが適当である」と示したことにより、平成27年度より、受講期間が重複する該当者から希望があった場合には、10年経験者研修を、次年度以降に受講延期することを「可」とした。

このことについては、10月10日付け文書「平成27年度『10年経験者研修』受講教諭等の把握について」により、府立学校及び市町村教育委員会に対して示すとともに、11月11日に大阪府教育センターで開催した平成26年度第２回研修担当者連絡協議会において、周知を図ったところ。
「大阪府教育委員会特定事業主行動計画（府立学校）」の後継計画の策定など、次世代育成のための支援策を講じることに関する項目
次世代育成支援対策推進法に基づく特定事業主行動計画については、府教委では、平成27年3月までを後半の計画期間とする後期計画を策定している。
　また、平成26年4月には、同法の有効期限が平成37年3月まで延長されたことから、府教委においても遅滞なく次期計画を策定するための準備を進めているところ。

次世代育成のための支援策については、平成24年8月に、早出遅出勤務制度の拡充を図るとともに、平成25年8月には、育児時間の弾力的運用を実施したところ。

　また、後期計画において目標数値を示している男性の育児参加休暇の取得促進に向けては、これまでの子育て推進月間、ゆとり推進月間での周知に加え、今年度は、府立学校においてSSCを活用した周知を行うなど、制度の周知を図ったところ。　

引き続き、仕事と子育てが両立できる職場環境づくりに取り組んでいく。
介護要件を有する教職員に対する支援策を講じることに関する項目
介護のために退職された教員の再採用については、制度を創設しているが、教員以外の再採用については、人材確保の必要性や地方公務員法の趣旨などを総合的に勘案した結果、実施することは困難であると考えている。

介護要件を有する教職員に対する勤務条件制度として、介護休暇、介護欠勤制度、短期介護休暇、介護にかかる早出遅出勤務がある。

これらのうち、介護休暇制度については、これまで期間延長等の改善を図るとともに、平成22年６月30日から、短期介護休暇を創設したところ。

教職員の研修時間、制度の確保に関する項目
教職員の研修については、地方公務員法第39条の趣旨を踏まえ、府教育センターでは、「初任者研修」「10年経験者研修」「管理職研修」など教職員のキャリアステージに応じた研修、「人権教育」「支援教育」など、教育課題に対応した研修等を実施している。

また、「府立学校に対する指示事項」や「市町村教育委員会に対する指導・助言事項」において、校内外の研修等を効果的に活用し、継続的な人材育成に取組むことを指示・指導しているところ。

今後も、教職員の研修を保障できるよう、努めていく。

教育公務員特例法第22条第２項に基づく勤務場所を離れて行う研修については、勤務時間中に職務に専念する義務を免除され、有給で行われるものであることから、承認研修としてふさわしい内容、意義を有することはもとより、府民から十分理解が得られるよう、適切な運用が行われなくてはならない。

こうした考え方については、これまで各府立学校長あて通知も行っているところ。
しょうがい種別の異なる子どもたち、医療的ケアが必要な子どもを指導する教職員の負担軽減に関する項目
支援学級の設置については、各市町村教育委員会から支援学級入級希望の児童生徒の障がいの状況等を十分聴取し、「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律」に則り、障がい種別による学級設置の促進を図っていく。

また、「市町村医療的ケア体制整備推進事業」については、市町村における取組みのインセンティブとして補助を行っているところであり、医療的ケアを要する児童生徒が安心して小・中学校へ就学し、安全な学校生活が送れるよう引き続き、看護師配置の促進に努めていく。

今後とも、障がいのある児童生徒へのきめ細かな対応がより一層推進されるよう充実に努めるとともに、教職員の負担軽減が図られるよう努めていく。
栄養教諭の産前・産後休暇や育児休業、病気休暇などの代替者のうち「栄養教諭免許状」所持者への「教育職給料表」適用に関する項目
栄養教諭の代替者は、栄養士である学校栄養職員を臨時技師として任用しているところ。

給与条例において、栄養士の給料表は医療職給料表（二）と定められており、ご要求に応じることは困難。
中学校給食の複数校担当の解消など、栄養教職員の業務負担の軽減方策を講じることに関する項目
栄養教諭・栄養職員については、義務標準法による定数を基礎として、児童生徒の食の指導への対応を行う学校に対する加配も含め、本府の定数状況を勘案の上、配置している。

中学校給食の運営については、学校給食の実施主体である市町村が、各市町村の議会等での議論を踏まえ、市町村として最もふさわしい実施方法を決定したものであるため、その内容については尊重すべきものと考えている。

加配措置をしている学校に対しては学校訪問を行っているが、その際にも校内体制の整備や、市町村教育委員会のサポート体制等について、必要に応じて指導・助言を行っている。
アレルギー疾患を有する子どもへの対応について、すべての教職員を対象とした研修を実施するなど、一部の教職員に業務負担が偏ることのないよう条件整備を図ることに関する項目
食物アレルギーを有する児童生徒への対応については、文科省からの通知を受け、平成26年３月に再度、公益財団法人日本学校保健会発行の「学校のアレルギー疾患に対する取り組みガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）の内容について、周知徹底し緊急対応に努めるよう、通知をしたところ。

今後ともガイドラインに基づき、各地域の実情も踏まえ対応していくよう、指導していきたい。

食物アレルギーに関する研修については、７月に大阪府学校保健会と共催で学識経験者による講演や実演による研修会を実施したほか、６月に実施した学校給食主管課長会議や学校給食担当者連絡会において、あらためて周知を図ったところ。また、12月には小中学校の学校給食担当者等を対象に、講演会を実施する予定。

府費負担教職員の配置については、義務標準法による定数を基礎として、各学校が抱える課題とその具体的な取り組みに対して、効果的・重点的な配置に努めることにより、今後とも適正な勤務労働条件の確保等に向けて取組んでいく。
入試制度の改変に伴う中学校現場での進路指導業務等の教職員の多忙化・負担増の防止に関する項目
平成28年度以降の高等学校の入学者選抜制度については、８月に「大阪府立高等学校選抜制度改善方針（案）」を公表し、その後、府議会、高等学校、中学校、ＰＴＡから様々な意見を頂戴し、11月の教育委員会会議において、「大阪府公立高等学校入学者選抜制度改善方針」として決定し、公表した。

新しい選抜制度については、中学生に対してはリーフレットの配付、市町村教育委員会や中学校の進路指導担当者に対しては個別に説明会を開催するなど丁寧に説明を行っていく。

また、中学生や保護者が希望する高校の具体的な情報を得られる機会として、平成24年度から、府内すべての公立高校が一堂に会した大阪府公立学校進学フェアを開催している。今年度は約１５，５００人の来場者があった。

昨年８月からは、府教育委員会のホームページに、中学生の進路選択や中学校における進路指導を支援するため、公立高等学校・支援学校検索ナビ（愛称：「咲くなび」）を開設し、公立高校や支援学校の学校情報を提供している。今後とも、各学校のホームページの充実を図るなど、情報提供できるよう努めていく。

加えて、府内各地区の進路指導の核となる中学校の校長・担当教員からなる進路指導地区代表者連絡会を今年度も継続して開催し、情報の収集や共有などを行うことで、中学校における進路指導の充実に努めているところ。
しょうがいのある教職員の勤務条件改善に関する項目
障がいのある教職員に対する「合理的配慮」に関しては、障害者の雇用の促進等に関する法律の改正等を踏まえ、今後とも適切に対応していく。
「セクハラ・パワハラ０（ゼロ）」の職場づくり、ハラスメント防止に関する項目
快適な職場環境づくり及びハラスメント防止の観点から、教育委員会としてメッセージの発出に向けて調整を行っているところ。
メッセージが効果的なものとなるよう、内容や発出時期、方法等について検討していく。

今後とも、快適な働きやすい職場環境づくりに努めていく。
「教職員の業務負担軽減に関する報告書」で示されている「具体的な取組み」に関する項目
教員が子どもたちと向き合い、触れ合う時間の確保に向けて、平成20年１月に「教職員の業務負担軽減に関するプロジェクトチーム」を設置し、様々な角度から検討を行ってきた。
平成24年度においては、大阪府教育委員会として検討すべき取り組み内容を「教職員の業務負担軽減に関する報告書」にとりまとめ、プロジェクトチームとしての調査・検討を終えたところ。

今後、この報告書に示されている「今後の取組み」について、教育委員会の関係課が、課題解決に向けた検討を行うとともに、その進捗管理を行っていく。なお、具体的な取り組みを進めるにあたり、勤務労働条件に関わる事項について所要の協議を行っていきたい。
教育委員会による指示・通達等の精選、調査統計の対象と方法、教職員の研修や研究指定校等の在り方の見直し、外部機関が各学校園を対象に依頼する調査等の調整など、教職員の業務負担軽減に向けた方策を進めることに関する項目
各種調査をはじめとする文書事務については、平成25年3月の教職員の業務負担軽減に関するプロジェクトチームが作成した報告書の「各種調査等の見直し」を踏まえ、府教育委員会が実施主体となって調査・報告等を求めた文書に対して、調査の廃止、調査の統合、調査項目の削減や精査、回答方法の工夫や簡略化、調査頻度の減少等見直しを行い、負担軽減に努めているところ。

大阪府教育センターでは、初任者研修の日程については、平成23年度より社会体験研修を２年目実施としているが、平成26年度からはさらに府実施分の校外研修２回分を２年目実施することで、初任者が学校で児童生徒とかかわる時間をより確保したところ。

また、地域に根ざした教育の一層の推進を図るため、地域の実情を踏まえ、全25回のうち10回分を市町村教育委員会実施としている。

今後とも、府内市町村教育委員会の状況を勘案しながら、より一層効果的な初任者研修の在り方について、検討を進めていく。

研究指定校については、これまでも市町村の主体的な取り組みを尊重するとともに、府が推進すべき施策の趣旨を踏まえ事業を進めている。

研究成果を府内全域へ発信するなど、今後も各校の取組みを有効に活用していく。
時間外勤務や多忙化の減少に関する項目
適正な業務管理と職員の健康管理等の観点から、教職員の業務負担軽減方策を、労働基準法第36条の趣旨も踏まえて講じていきたい。
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